
旭市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 5220  

担当部署: 商工観光課  

処分の概要 変更命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
工場立地法 第10条第1項 

法 令 番 号 昭和34年法律第24号 

【基準】 

 法第10条第1項の規定による。 

 (変更命令) 

第10条 市町村長は、前条第2項の勧告を受けた者がその勧告に従わない場合において、特

定工場の新設等が行われることにより同項各号に規定する事態が生じ、かつ、これを除去

することが極めて困難となると認めるときは、その勧告を受けた者に対し、その勧告に係

る事項の変更を命ずることができる。 

2 前項の規定による命令は、当該勧告に係る届出のあつた日から90日以内にしなければな

らない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



旭市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 5235  

担当部署: 商工観光課  

処分の概要 法令等違反に対する措置命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
商店街振興組合法 第85条 

法 令 番 号 昭和37年法律第141号 

【基準】 

 法第85条の規定による。 

 (行政庁の命令) 

第85条 行政庁は、前条第1項の規定により報告を徴し、又は第81条第2項若しくは前条第1

項の規定により検査をした場合において、組合の業務若しくは会計が法令若しくは法令に

基づいてする行政庁の処分若しくは定款若しくは規約に違反し、又は組合の運営が著しく

不当であると認めるときは、その組合に対し、期間を定めて必要な措置をとるべき旨を命

ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



旭市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 5236  

担当部署: 商工観光課  

処分の概要 組合に対する解散の命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
商店街振興組合法 第86条 

法 令 番 号 昭和37年法律第141号 

【基準】 

 法第86条の規定による。 

 (組合に対する解散の命令) 

第86条 行政庁は、組合が第36条第2項に規定する設立要件を欠くに至つたと認めるとき

は、その組合に対し、解散を命ずることができる。 

2 行政庁は、組合が前条の規定による命令に違反したとき、又は組合が正当な理由がない

のにその成立の日から1年以内に事業を開始せず、若しくは引き続き1年以上その事業を停

止していると認めるときは、その組合に対し、解散を命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



旭市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1638  

担当部署: 商工観光課  

処分の概要 高度化事業計画変更の認定の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
中小小売商業振興法施行令 第9条第2項 

法 令 番 号 昭和48年政令第286号 

【基準】 

 政令第9条第2項の規定による。 

 (認定計画の変更等) 

第9条 

2 経済産業大臣又は主務大臣は、それぞれ、法第4条第1項から第3項まで若しくは第6項の

規定による認定を受けた者、同条第3項第3号イ若しくはロに規定する会社若しくは同条第

6項に規定する特定会社又は同条第4項若しくは第5項の規定による認定を受けた者若しく

は同条第4項第2号に規定する会社が当該認定計画(当該認定計画の変更について前項の規

定による認定を受けたときは、その変更後のもの)に従つて高度化事業を実施していない

と認めるときは、その認定を取り消すことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 


